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本研究は札幌市周辺の都市の中でも、特に人口減少率が高いと予測されている北広島市を研究対象とし

て、子育て世代でかつ将来的な移住を考えている周辺都市在住者を対象に、同市への移住に関する意識調

査を実施した．このデータを基に、通勤時間と移住希望度の関係を分析した．さらに、CS 分析により、

移住への重要影響要因を明らかにした．また、周辺都市から同市への移住誘導に加えて、同市内の居住誘

導区域への移住誘導をもたらす支給金額レベルと受託率との関係を分析し、居住地域誘導機能を有する施

策の効果を分析した.これらの結果から、移住を誘導する施策の在り方について考察した． 
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1. 研究の背景と目的 

将来的な人口減少に伴う都市の衰退が懸念されている

今日、地方中枢都市である札幌市の周辺都市の中でも、

特に、北広島市の人口減少率が最も高いと推計されてい

る1)．さらに、北広島市内の5地区別の人口社会増減は、

図-1に示す通り、鉄道駅周辺の北広島団地地区の減少傾

向が著しい状況にある2)． 

 

図-1 北広島市各地域における人口社会増減の推移 

 

しかし、北広島団地地区はJR北広島駅近辺に位置し、

商業・文化・住宅など多様な都市機能が集積しており、

交通の利便性も高いことから、同市の中核的な拠点地区

に位置づけられている．また、北広島市の立地適正化計

画3)では、北広島団地地区の課題解決と活性化に先導的

に取り組み、その取組の効果を他の地区に波及させ、市

全体の活性化を実現させるため、同地区への積極的な居

住を推奨している．現在、北広島市では子育て世代を対

象とした北広島市への移住誘導による人口増加の施策と

して、「ファーストマイホーム支援事業」を実施してい

る．これは、北広島市に初めて居住住宅を購入する子育

て世代を対象として、50万円を支給する事業である．平

成26～28年度までの利用実績は404件（1488人）であり4)、

大きな成果を上げている．しかし同施策には、北広島市

内の居住地域を誘導する機能はない． 

ここで、居住地域の誘導に関する既存の取り組みとし

て、富山県富山市では、居住地域誘導をもたらす事業で

ある公共交通沿線居住推進事業を先進的に進めており、

LRTを中心としたまちづくりに大きく貢献している．し

かしながら、居住地域の誘導に関する支給金額の妥当性

や効果、また制度適応条件を評価した研究はされていな

い． 

また、富山市における居住地選択要因を分析した研究

として、北崎ら5）は閉鎖モデルによる富山市内のみの転

居を想定したシミュレーションの結果、転居先の選択に

影響を与える要因は、「通勤時間」であることを明らか

にしているが、市域を越えた転居における通勤時間の影

響については分析されていない． 

一方、北広島市の人口増加の施策ならびに人口減少対

策に関する既存研究として、中村ら6)は、北広島市にお

ける現状の居住環境の評価における重要要因と、将来に

わたる北広島市への定住意向評価における重要要因の差

異、およびそれらの改善度を比較分析している．さらに

大西ら7)は、札幌市と北広島市における人口社会増減の

関連要因を、それぞれの都市の住民生活満足度と人口社

会増減の関係性を相関分析により明らかにしている．し

かし、北広島市外の住民の視点から、北広島市の魅力度

に対する評価や、同市への移住意向に関する既存研究は
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ない． 

そこで本研究は、子育て世代でかつ、将来移住を考え

ている札幌都市圏在住者を対象として意識調査を実施し、

顧客満足度分析（Customer Satisfaction 分析：CS分析）に

より、北広島市の魅力度の評価と移住意向の評価、ファ

ーストマイホーム支援事業の適応条件の評価を行い、北

広島市への移住意向の重要要因や改善点を明らかにする．

また、居住地誘導の施策評価として、受託率曲線により

北広島市へ移住を誘導する効果的な支給金額を分析する

とともに、北広島団地地区への居住を誘導する効果的な

追加支給金額を分析し、居住地域誘導機能を有する施策

の在り方を考察する．さらに、移住希望者の現状の勤務

地と北広島市間の通勤時間を分析し、北崎ら5）が考慮し

てなかった市域を越えた状況における移住希望度と通勤

時間の関係性を明らかにする．これらの分析結果から、

地方中枢都市周辺において、人口減少が著しい都市の人

口増加施策について提案することを目的とする． 

 

2. 分析フロー 

 本研究の分析フローを図-2に示す．まず、CS分析によ

り北広島市の「魅力度」と「移住希望度」の結果を評

価・比較することにより、北広島市への移住を促進する

ための重要要因ならびに改善要因を明確化する．次に、

受託率曲線により支給金額と移住希望割合の関係を分析

し、現状の支給金額の評価ならびに北広島団地地区への

居住誘導をもたらす効果的な支給額を検討する．さらに、

平均値の差の検定により、北広島市から現勤務地までの

通勤時間と北広島市への移住希望度の関係を明らかにす

る．これらの結果を総合的に考察し、人口増加施策を提

案する． 

  

図-2 分析フロー 

 

3. 意識調査実施概要 

意識調査実施概要を表-1に示す．対象地域は、長時間

の通勤による影響を除去するため、北広島市から鉄道で

通勤可能（2時間以内）であると考えられる市を対象と

した． 

表-1 アンケート概要 

実施期間 2017年11月1日～7日 

対象地域 

札幌市（N=429）・小樽市（N=27）・ 

石狩市（N=13）・江別市（N=26）・ 

北広島市（N=13）・恵庭市（N=15）・ 

千歳市（N=21）・苫小牧市（N=38）・ 

岩見沢市（N=18） 

計 600件（人口割合に基づき割付け） 

対象者 50歳未満で18歳以下の子どもがいる世帯 

調査方法 WEBアンケート 

調査項目 

・北広島市の魅力度の評価 

・北広島市への移住意向の評価 

・支給金額と移住意向 

・既存施策の評価 

 

4. CS分析による魅力度と移住希望度の重要要因

の比較 

 

4-1 CS分析の概要 

本分析において、「魅力度」の評価は「総合的な魅力

度について（5段階評価）」を目的変数として分析する．

さらに、「移住希望度」の評価は「あなたは北広島市へ

の移住について、どの程度考えますか（5段階評価）」

を目的変数として分析する．また、図-3,4に示す項目を

「魅力度」と「移住希望度」の説明変数としてCS分析

を行い、これらの違いや特徴を比較・考察する． 

 

4-2 魅力度と移住希望度における重要要因の比較 

図-3に、「魅力度」と「移住希望度」における各評価

項目の重要度（相関係数）について、「魅力度」を基準

として降順に示す．また、各説明変数の末尾に、

（**）：1％有意、（*）：5％有意を示した． 

 図-3より、以下のことが考察される． 

① 「魅力度」に関する上位5項目は、「15.生涯定住

できる環境について」、「10.子どもを健全に育

成するための環境について」、「16.高齢者が安

心して暮らせる社会の形成について」、「7.スポ

ーツ・レクリエーション活動に親しむ機会や環

境の充実」、「9.乳幼児を安心して育てられる環

境について」であり、子育て環境と長期定住に

関する項目が重要視されていることが分かった． 

② 「移住希望度」に関する上位5項目は、「3.札幌

市への利便性の高い公共交通について」、「15.

生涯定住できる環境について」、「2.北広島市内

における利便性の高い公共交通について」、「6.

教育的機能（小・中学校、高等学校等）の充実

について」、「10.子どもを健全に育成するため

の環境について」であり、子育て環境、定住に

関する項目に加え、公共交通や教育に関する項

目が重要要因となっている． 
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③ また、移住希望度の重要度（相関係数）が有意

ではあるものの比較的低いことの理由として、

現実に北広島市への移住を考える際に、まちの

魅力度以外の要因、例えば勤務先との地理的な

関係や親族の居住地など、他の要因も関係する

と考えられることから、魅力度と比べて相関係

数が低くなったと推察される． 

 

図-3 魅力度と移住希望度における重要度比較 

 

4-3 魅力度と移住希望度における改善度の比較 

 図-4に「魅力度」と「移住希望度」における各評価項

目の改善度について、「魅力度」を基準として降順に示

す． 

図-4より、以下のことが考察される． 

① 魅力度に関する上位5項目は、「15.生涯定住でき

る環境について」、「16.高齢者が安心して暮ら

せる社会の形成について」、「14.災害に強い安

全なまちの形成について」、「12.地域の経済を

けん引する企業の集積」、「7.スポーツ・レクリ

エーション活動に親しむ機会や環境の充実」で

あり、特に生涯暮らせる環境、災害対策を改善

する必要性があることが分かった． 

② 移住希望度に関する上位5項目は、「15.生涯定住

できる環境について」、「2.北広島市内における

利便性の高い公共交通について」、「6.教育的機

能（小・中学校、高等学校等）の充実につい

て」、「5.文化的機能（図書館・公民館等）の充

実について」、「16.高齢者が安心して暮らせる

社会の形成について」であり、生涯暮らせる環

境、同市内の公共交通、教育・文化的機能の改

善が求められている． 

 

4-4 2つの視点による結果の比較 

以上のことから、2つの視点による重要度と改善度の

分析結果を比較すれば、以下のことが考察される． 

① 「魅力度」と「移住希望度」の重要度と改善度の

結果は、必ずしも一致しないことが分かった． 

② 重要度分析の結果より、魅力度と移住希望度の比

較から、北広島市への移住に関する重要要因とし

ては、子どもへの教育を十分に与えられる環境、

さらに親が老後に自家用車の運転が困難になるな

ど、これからのライフスタイルの変化を考慮し、

安心して生活ができる環境として、公共交通の充

実が必要であるといえる． 

③ 改善度分析の結果より、魅力度と移住希望度の比

較から、北広島市への移住に関する改善要因は、

子どもが十分な教育・文化に触れられる環境や高

齢者が安心して生活できる環境としての市内公共

交通の充実であることが分かった． 

④ これらのことから、北広島市において移住希望者

を増やすためには、公共交通と教育・文化的機能

を優先的に改善する必要があると考えられる． 

 

図-4 魅力度と移住希望度における改善度比較 

 

5. 受託率曲線による居住地誘導施策の評価 

 

5-1 受託率曲線の概要 

「支給金額（万円）」について10万円を初期値として、

5万円ずつ増加させた場合の移住希望者数の累積による

割合の変化を受託率曲線として表し、効果的な支給額の

評価を行う． 

 

5-2 北広島市へ移住を誘導する効果的な支給金額 

同市移住に対する支給金額と受託率の分析結果を図-5

に示す．図-5より、以下のことが考察される． 

① 支給額が10～30万円までは、移住希望割合が上

昇するが、30～45万円までは、移住希望割合が

ほとんど変化しない． 

② 支給額が50万円に達したところで、移住希望割

合が7.0%から13.0%と急激に6.0%上昇している． 

③ 支給額50～95万円においては、70万円と80万円で

僅かに移住希望割合は上昇するが、ほぼ横ばい
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となっている． 

④ 支給額が100万円に達すると、移住希望割合が急

激に上昇し40%以上となることが分かった． 

⑤ これらの結果から、予算制約の兼ね合いはある

ものの、30万円、50万円、100万円の設定が効果

的であると考えられる． 

 

図-5 北広島市への支給金額の受託率曲線 

 

5-3 北広島団地地区の各住区へ移住を誘導する効

果的な追加支援金額 

北広島団地地区の各住区を図-6に示す．また、調査に

おいては、表-2に示す地価と交通条件を示した．北広島

団地地区の各住区へ移住を促すための支給金額と受託率

の分析結果を図-7に示す．図-7より、以下のことが考察

される． 

① 第一住区、第二住区の順で移住希望割合が高く、

第三住区と第四住区はほぼ変わらないことが分

かった． 

② 第一住区について、支給額30万円までは移住希

望割合が一定で上昇するが、30万円から45万円

までは変化がほとんどない。50万円で10%ほど急

上昇するが、その後95万円まではほぼ一定で推

移している． 

③ 第二住区について、支給額45万円まで移住割合

が緩やかに上昇する。50万円で、5%ほど上昇し

ている。その後、95万円まで緩やかに上昇して

いる． 

④ 第三住区、第四住区について、他の住区に比べ

移住希望割合は低いことが分かる。30万円まで

は一定で上昇し、30万円から45万円までは変化

があまりない．支給額50万円で上昇割合が高ま

っている．その後、95万円まで緩やかに上昇し

ている． 

 

図-6 北広島団地地区の各住区（Google Mapより） 

 

表-2 北広島団地地区の地価と交通条件 

 

図-7 北広島市の各住区への支給金額の受託率曲線 

 

5-4 効果的な支給金額の設定 

これらのことから、以下の金額設定が効果的であると

考えられる． 

① 既存の同施策における支給額（50万円）は、図-6

の分析から妥当な金額設定であると考えられる． 

② 北広島団地地区へ居住地を誘導する場合、追加

支給額を30万円または50万円とすることが、効

果的であると考えられる． 

③ 富山市の「公共交通沿線居住推進事業」では、

条件によっては最大支給額が70万円まで設定さ

れている．これとの比較により、支給額は妥当
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であると考えられるものの、富山市における施

策においても、最大80万円までの設定とするこ

とが、効果を増加させる可能性があると考えら

れる． 

 

5-5 既存のファーストマイホーム支援事業の評価 

既存のファーストマイホーム支援事業の総合満足度を

目的変数、表-3の1～4までの項目を説明変数としてCS分

析を行った。表-3より、以下のことが考察される． 

① 「子どもが18歳以下である条件について」が比較

的重要度が高く満足度が低いため、改善度が最も

高くなった． 

② 「3年以上の定住の条件について」は満足率が比較

的高く、重要度も最も高いことから、2番目に改善

度が高くなった． 

③ 「親が50歳未満である条件について」は重要度が

最も低いことから、改善は特に必要ないことが分

かった． 

④ 「制度の支給金額（50万円）について」は重要度

が高いが、満足率も高いことから、改善度は高く

ないことが分かった．このことから、50万円の設

定は妥当であることが分かった． 

これらのことから、同施策の利用者をさらに増やし、

満足を改善するためには、子どもが18歳以下という条件

の引き上げが考えられる．また、5章2節の結果と合わせ

て考察すれば、既存の支給額は事業利用者にとって妥当

な金額であると考えられる． 

 

表-3 ファーストマイホーム支援事業のCS分析 

 

 

6. 北広島市から現勤務先までの通勤時間と北広

島市への移住希望度の関係 

北崎ら5）の富山市における研究からも分かる通り、一

般的に転居先を選択する上で、勤務先との立地的関係は

重要な要因であることが予想される。そこで本研究では、

市域を越えた移住の観点から、公共交通における通勤時

間に着目し、同市における移住希望度との関係について

分析する． 

意識調査の被験者の通勤先である19市町の市役所・町

役場から北広島市への公共交通を利用した場合における

通勤時間を表-4に示す．表-4の通勤時間を算出する上で、

各市町内の勤務先は市役所か町役場に設定した．また、

通勤ルートは北広島市役所を出発点とし、各勤務先まで

公共交通機関を利用した場合の移動とした．ただし、札

幌市中央区に限り、多くの企業が札幌駅周辺に立地して

いることを踏まえ、勤務先を札幌駅とした。通勤時間に

ついては、Googleマップのアクセスツールを基に、8時

30分までに勤務先に到着する場合の所要時間を用いた． 

この通勤時間データを利用し、通勤時間の長さによる

移住希望度の変化を分析するため、通勤時間を「0-30

分」、「31-59分」、「60分以上」の3段階に区分けし、

各区分における移住希望度を分析する．さらに、各区分

の移住希望度に関する平均値の差の検定を行った結果を

図-8に示す．図-8より、「0-30分」と「31-59分」の間に

は有意な差が認められなかったが、「0-30分」と「60分

以上」、「31-59分」と「60分以上」との間にはそれぞ

れ5％と1％の有意水準で差が認められたことから、通勤

時間が60分未満の移住希望者が北広島市への移住を選択

する可能性が高いことが明らかとなった． 

 

表-4 勤務先と北広島市役所から勤務先の通勤時間

 

図-8 各通勤時間区分における移住希望度の平均値の差の検定 
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 7. 結論 

以上の分析結果から、地方中枢都市周辺の人口減少が

著しい周辺都市における人口増加について、以下の施策

が提案される． 

① 4章より、「北広島市における公共交通機関」の

充実を図る必要があると考えられる．同市内の

公共交通について、5章3節の分析結果からも分

かる通り、第三住区、第四住区のようにJR駅か

ら比較的離れた地域に誘導を図るならば、駅周

辺までの公共交通を充実させる必要性があると

考えられる．このことから、特に路線バスのサ

ービス水準の向上等を実施する方策の検討が重

要である． 

② 5章2,3節より、既存の同施策による市内への移住

促進に加え、北広島団地地区といった市内中心

部へ居住地の誘導を図る場合、通常の支給額50

万円に加え、追加支給額として30万円を支給す

ることが効果的であると考える．また、財政的

な余裕があるのであれば住区ごとに支給額を変

えることにより、一層の誘導をもたらす可能性

がある．例えば、北広島団地地区の中で最も人

気が高い第一住区であれば30万円を支給し、次

に人気が高い第二住区では45万円、そして第三

住区、第四住区には50万円を支給するのが妥当

であると考えられる． 

③ 5章5節より、同施策の適応条件の「子どもが18

歳以下」を改善する必要があるといえる．一つ

の改善案として、年齢制限は設けず学生がいる

家庭とすれば、適合者がさらに増え、事業利用

者がさらに増加すると予想される． 

④ 6章より、移住後の現職場と同市間の通勤時間が

60分内という区分が移住を考慮する上で、重要

な指標となることが示唆された．よって、同市

外から同市への移住を誘導するにあたり、同市

から勤務先までの通勤時間が60分未満の移住希

望者をターゲットとして移住の誘導を促すこと

が、効果的な移住誘導施策となることが示唆さ

れた． 
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